
 
平 成 1 9 年 1 月 1 9 日   

地 方 分 権 懇 話 会（ 於 、広 島 大 学 ） 
 

「道州制における議会と執行機関」  

     
小 林 良 彰 （ 慶 應 義 塾 大 学 ）  

 
――――――――――――――――――――――――  
 
１ ： は じ め に  

・  第 一 次 地 方 分 権 以 降 の 変 化  
・  二 元 代 表 制 の 論 理 と 現 実  
・  道 州 制 の 導 入  

 
２ ： 道 州 に お け る 議 会 と 執 行 機 関 の 関 係  

・  道 州 議 会 制 度  
 
３ ： 道 州 の 長 お よ び 議 会 の 選 挙 制 度  

・  道 州 の 長 の 選 挙 制 度  
・  道 州 議 会 の 選 挙 制 度  
   代 表 対 象 意 識  
   代 表 ス タ イ ル 意 識  
   代 表 活 動 意 識  

 
４ ： お わ り に  



1

政策立案における影響主体（議員）

10480.2 0.2 25.216.3 3.2 10.1 15.8 10.8 18.1 
次に影響力の
ある主体

10550.2 0.0 11.9 39.20.9 4.4 2.3 3.8 37.3 
最も影響力の
ある主体

経
済・
景
気
対
策

10500.3 0.1 1.0 16.1 8.5 3.7 39.918.5 11.9 
次に影響力の
ある主体

10600.2 0.3 0.1 12.5 2.1 0.7 1.7 4.0 78.6
最も影響力の
ある主体

全
体
の
政
策

N
そ
の
他

職
員
組
合

企
業
の
影
響
力

国の
影響
力

市民運動
や一般住
民の世論

各
種
団
体
の
力

議
会
（議
員）
の
リー
ダー
シッ
プ

行
政
職
員
の
働き
か
け

首長
の
リー
ダー
シッ
プ

政策立案における影響主体（議員）

10460.30.05.313.16.010.
029.514.621.1次に影響力の

ある主体

10560.20.12.131.02.74.06.89.643.6最も影響力の
ある主体

建
築・
土
木
環
境
整
備

10510.41.90.412.713.89.723.615.222.4次に影響力の
ある主体

10570.10.80.232.84.34.14.18.045.7最も影響力の
ある主体

文
教・
福
祉

N
そ
の
他

職
員
組
合

企
業
の
影
響
力

国の
影響
力

市民運
動や一
般住民
の世論

各
種
団
体
の
力

議会
（議
員）の
リー
ダー
シップ

行政
職員
の働
きか
け

首長
の
リー
ダー
シッ
プ
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地方分権一括法施行後の変化（議員）

102194.25.8その他

102137.262.8
権限や事務量の割に財源がないため、特に
変化はない

102168.131.9
議員レベルで政策立案に対する活発な意識
変化がみられるようになった

102182.117.9
職員レベルで政策立案に対する活発な意識
変化がみられるようになった

102190.99.1
規制や強制が減少し、効率的な行政運営が
行えるようになった

N回答なし回答あり

条例件数と地方分権一括法以後の変化
（相関係数）

1004955N

.064*.174**議員の意識変化

.023.098**職員の意識変化

.040.038効率的行政運営

議員役割（政策重視）条例件数
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都道府県の将来像（議員）

106461.217.521.3
都道府県の
将来像

Ｎ

都道府県制度は廃止
し、国の権限を大幅に
移譲する道州制を導入
する

都道府県の水平的
合併を進め、効率
化を図るが、道州
制は導入しない

現在の都
道府県制
度を維持

都道府県の将来像に対する認識
（議員・年代別）

9658.313.528.170代以上

4680.415.24.430代以下
15569.714.815.540代
41062.218.319.550代
34755.019.325.760代

105461.417.621.1全体

Ｎ

都道府県制度は廃
止し、国の権限を大
幅に移譲する道州制
を導入する

都道府県の水平
的合併を進め、効
率化を図るが、道
州制は導入しない

現在の都
道府県制
度を維持
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都道府県の将来像に対する認識
（議員・学歴別）

2653.923.123.1その他

3828.923.747.4中学

31160.118.920.9高校

64263.216.819.9大学

3677.85.616.7大学院

105361.417.521.2全体

Ｎ

都道府県制度は廃
止し、国の権限を大
幅に移譲する道州制
を導入する

都道府県の水平
的合併を進め、効
率化を図るが、道
州制は導入しない

現在の都
道府県制
度を維持

都道府県の将来像（議員・政党別）

5855.220.724.1無所属（革新系）

3464.717.617.6
無所属（いずれ
もない）

771.40.028.6その他

290.00.0100.0共産党

8363.918.118.1無所属（保守系）

57759.419.421.1自民党

15580.012.37.7民主党

6975.417.47.2公明党

4139.019.541.5社民党

105361.417.521.1全体

Ｎ

都道府県制度は
廃止し、国の権限
を大幅に移譲す
る道州制を導入
する

都道府県の水平的
合併を進め、効率
化を図るが、道州
制は導入しない

現在の都
道府県制
度を維持
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年齢学歴性別

役所の平等対応 役所の慎重配慮

政治的有効性

地方自治体への評価議員提出条例数

―.082

.110 .117

.108

.353

.091
.119

.167

―.025

.277

.066
.812

.284

GFI=0.857
AGFI=0.829
N=890

: ρ<0.05 : ρ<0.01 : ρ<0.001

地域社会参加

.090

.164

民主主義満足度

.144

.019.017

.080

地方自治体に対する評価の決定モデル（住民）

議会の理想的な選挙制度（議員）

102964.7 23.0 12.2 
道州議会の選挙制度と
して望ましいもの

98768.926.44.7
都道府県議会の選挙制
度として望ましいもの

Ｎ
人口に応じ
て分割した
中選挙区制

人口に応じて
分割した小選
挙区制

道州を単位
とする比例
代表制


